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新型コロナウイルス感染症に関するＱ＆Ａについて（通知） 

 

標記の件について、社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応については、「社会

福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省子ど

も家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）」ほか関係通知が、関係各所から随時発出されていると

ころですが、各事業所等におかれましては、これらの通知に基づき適切に対応していただくよう

お願いいたします。 

なお、本市へのご質問が多い事項について別紙のとおりＱ＆Ａとしてとりまとめましたので、

参考にしていただくようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務担当： 

【介護サービス】横須賀市福祉部指導監査課 

指導監査第１係 電話 046-822-8162 

指導監査第２係 電話 046-822-8393 

横須賀市福祉部介護保険課 

給付係     電話 046-822-8253 

【第１号事業】横須賀市福祉部高齢福祉課 

地域力推進係  電話 046-822-9804 



令和２年２月28日現在

※ 対象は横須賀市に所在する事業所等に限ります。
※ 回答の内容は更新日現在のものです。今後、国の通知等により変更になる可能性があります。

No サービス名 質問 回答

1
居宅サービス・地域密着型
サービス共通

利用者の居宅への訪問（訪問サービスを除
く。）を算定要件の一つとしている個別機
能訓練加算、生活機能向上連携加算につい
て、居宅への訪問を行わずに当該加算を算
定することは可能か。

居宅への訪問以外の加算算定要件を満たし
ている場合は、当該加算の算定を可能とす
る。
ただし、居宅への訪問を行わないとする利
用者は、熱発や、利用者が訪問を拒否する
場合など、特段の事情がある利用者を原則
とし、新型コロナウイルス感染症の収束後
に速やかに居宅への訪問を行い、個別機能
訓練計画書等の見直しを含めた対応を速や
かに行うこと。

2 訪問系サービス共通
他のサービスの代替として、急遽、訪問
サービスを依頼された場合、個別サービス
計画の作成はサービス提供後でもよいか。

事後でも差し支えない。
サービスの提供前に個別サービス計画の同
意を得ることが原則だが、新型コロナウイ
ルス感染症を原因とする急な依頼により
サービスの提供前に同意を得ることが難し
い場合は、事後の対応でも可とする。

3 通所系サービス共通
送迎車内の密室での接触を避けるため、送
迎を行わないことは可能か。

送迎の有無は、通所サービスの利用に大き
く影響を与えることから、利用者、利用者
家族及び担当介護支援専門員と情報共有の
上、判断すること。

4

居宅介護支援
介護予防支援
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

利用者から、アセスメントやモニタリング
に係る訪問の拒否があり、ケアマネジメン
トの一部を実施できない場合に、運営基準
違反となるか。
また、居宅介護支援にあっては運営基準減
算の適用となるか。

新型コロナウイルス感染症を原因とする利
用者からの訪問拒否があった場合は、電話
等の代替の手段による実施も可とする。
この場合、運営基準違反とはせず、運営基
準減算も適用しないこととするが、支援経
過記録等に、訪問拒否の理由及び実施した
代替手段等を記載しておくこと。
なお、事業所の都合による訪問の未実施
は、運営基準違反となり、運営基準減算も
適用となる。

5

居宅介護支援
介護予防支援
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

利用者の熱発の場合、モニタリングの定期
訪問を実施しないことは可能か。

利用者やその同居家族に新型コロナウイル
ス感染症の発症の疑いがある場合、定期の
居宅訪問は行わず、電話等の代替手段によ
る実施も可とする。
この場合、支援経過記録等にその旨を記載
しておくこと。
なお、事業所の都合による訪問の未実施
は、運営基準違反となり、居宅介護支援に
あっては運営基準減算の適用となる。

6

居宅介護支援
介護予防支援
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

サービス担当者会議について、感染症のま
ん延を防止する観点から、事業所の判断で
開催しないことも可能か。

利用者の熱発や開催の拒否があった場合
等、やむを得ない理由があると事業所が判
断した場合には、電話やＦＡＸ等での照会
により意見を求める等の方法を可とする。
なお、事業所の都合により開催しないこと
は認められない。

7
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
特定施設入居者生活介護

施設内研修について、大人数が一堂に会す
る研修を中止することは可能か。
この場合、運営基準違反、身体拘束廃止未
実施減算等となるか。

職員が一堂に会する研修実施の可否等につ
いては各施設等で判断されたい。
なお、資料配布や、代表者による少人数で
の実施後に欠席者に別途周知徹底する等、
可能な限り実施するための方法を検討する
こと。
研修を実施しないこととした場合であっ
て、次に掲げる研修について、今年度未実
施である場合又は必要回数が未実施である
場合は、個別に相談のこと。
○身体的拘束等の適正化のための研修、褥
瘡対策に関する研修、感染症及び食中毒の
予防及びまん延の防止のための研修、事故
発生の防止のための研修、認知症専門ケア
加算の認知症ケアに関する研修、看取り介
護加算の看取りに関する研修

新型コロナウイルス感染症に関するＱ＆Ａ
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No サービス名 質問 回答

8 介護老人保健施設

基本報酬、在宅復帰・在宅療養支援機能加
算の算定要件である「地域に貢献する活
動」を実施しないことは可能か。
この場合、報酬算定は可能か。

原則、新型コロナウイルス感染症の拡大防
止が理由である場合は、実施しないことと
して差し支えない。
実施しないこととした場合であって、今年
度未実施である場合には、個別に相談のこ
と。

9 地域密着型サービス共通

面会等、外部の方の立入りを制限している
中で、運営推進会議（介護・医療連携推進
会議）を中止又は延期することは可能か。
この場合、運営基準違反となるか。

原則、通常の会議形式ではなく、書面によ
る報告及び意見聴取等を行い、実施方法、
聴取した意見等、詳細な記録を残すこと。
当該記録の公表及び市への報告等は通常ど
おり行うこと。
延期する場合は、延期の理由等を記録した
上で、可能な限り次年度当初に開催するこ
と。
この場合、今年度に開催したものとみなす
こととするが、現時点で新型コロナウイル
ス感染症の収束の目途が立っていない状況
を勘案すると、上記の書面による報告及び
意見聴取等を行うことが望ましい。

10

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

運営推進会議（介護・医療連携推進会議）
において外部評価を行う場合の取扱い如
何。

問９参照

11 認知症対応型共同生活介護 外部評価の取扱い如何。

原則、新型コロナウイルス感染症の拡大防
止が理由である場合は、実施しないことと
して差し支えない。
なお、当該理由により今年度実施しなかっ
た事業所の取扱いは、別途お知らせする。

12 認知症対応型共同生活介護

次年度、外部評価の緩和を受けようとする
事業所であって、今年度開催済の運営推進
会議に地域包括支援センターの職員又は市
職員の出席がない事業所の取扱い如何。

原則、問９の書面による方法等により行
い、必ず地域包括支援センター又は市職員
に対する意見聴取を行うこと。

13 認知症対応型共同生活介護
身体的拘束等の適正化のための対策を検討
する委員会を運営推進会議と一体的に開催
している場合の取扱い如何。

運営推進会議は問９の取扱いとするが、当
面の間、運営推進会議とは別に身体的拘束
等の適正化のための対策を検討する委員会
を開催し、外部の第三者等の出席は求めな
い取扱いとすること。
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